
配 布 資 料

市長記者会見

期 日  平成３０年６月７日（木）

時 間  午前１０時～

場 所  執行部控室

発 表 内 容 

１ 「結婚新生活支援補助金」の申請受付開始について    （こども政策課）

２ 性的マイノリティ電話相談の開設について     （男女共同参画課）

３ ＡＩ、ＩｏＴなどの先端技術を活用した民間の実証事業の公募について

（企業立地課）

新潟市



新潟市結婚新生活支援補助金 概要

１ 目的

結婚を希望する方が結婚に至っておらず、経済的な負担が結婚の妨げとなってい

ることから、結婚に伴う新生活を支援するため、新婚世帯の住宅取得や賃借、又は

引越しに係る費用を補助するもの。 

２ 補助の内容

対象者 平成 30年 1月 1日～平成 31年 3月 31日の間に婚姻した新婚世帯

対象経費

平成 30年 1月 1日～平成 31年 3月 31日の間に支出した、
婚姻に伴う住宅の購入若しくは賃借、又は引越しに係る費用

※ 申請日において支出済みの費用に限る。

上限額 1世帯あたり 30万円まで

補助要件

 平成 29年分の世帯所得（夫婦の所得の合計額）が 340万円未満
であること

※ 貸与型奨学金の返済がある場合は、年間返済額を控除する。

※ 夫婦の双方または一方が離職し、申請時に無職の場合、離職し

た者は所得なしとみなす。

 夫婦が新潟市に住民登録を有し、かつ同居していること

 補助金交付の日から 2年以上、新潟市に定住する意思があること
                          ほか

申請受付

開始日

平成 30年 6月 13日～
 ※ 申請額が予算上限に達した時点で受付終了予定

申請書

配付場所

こども政策課（市役所本館 1階）
 ※ 市ホームページにも掲載

申請先
こども政策課（電話：025－226－1193）
 ※ 申請書の郵送提出不可

平成３０年６月７日 

こ ど も 政 策 課 

【問合せ先】

新潟市こども未来部こども政策課

企画管理グループ （担当：勝海）

電話：025－226－1193（直通）

配付資料



配布資料 

平 成 3 0 年 6 月 7 日 

新潟市男女共同参画課 

性的マイノリティ電話相談の開設について 

○趣旨 LGBT などの性的マイノリティの生きづらさを軽減す

るため、当事者やご家族などからの相談に臨床心理士

らの専門相談員が応じる。 

○背景 「性的指向による差別の禁止」はオリンピック憲章に

もうたわれており、2020 年に向けて市民の一層の理

解が必要。LGBT などの性的少数者は 7.6％、13 人に

ひとり程度（2015 年、電通ダイバーシティラボ調べ）。 

○開設日時 平成 30 年 7 月 2 日(月) ※毎月第 1月曜日 

午後 5時から午後 8時 30 分 

相談時間は一人 30分 

○電話番号 025-241-8510 

※性的マイノリティ支援事業 今後の予定 

・8月 19日（日）に上映会「彼らが本気で編むときは、」と、杉山文野さん

（トランスジェンダー活動家、フェンシング元女子日本代表）による講

演会を開催（詳細は市ホームページ等で告知） 

・性的マイノリティを正しく理解するためのパンフレットを作成中 

※レインボーフラッグ…LGBT などの性的マイノリティの尊厳と社会運動の象徴。

赤は生命、橙は癒し、黄は太陽、緑は自然、藍は調和、紫は精神を表す。 

お問い合わせ先

新潟市男女共同参画課 堀川

電話：025-226-1061 



ＡＩ、ＩｏＴなどの先端技術を活用した民間の実証事業の公募について 

生産性の向上や革新的なサービス・製品による付加価値向上などが期待でき

るＡＩ、ＩｏＴなどの先端技術を活用した民間企業等が行う実証事業を支援します。 

都市部や農村部など多様なフィールドを持つ本市で、新たなビジネスの創出に

向けた、暮らしやすさや利便性の向上につながる意欲的な実証事業をご提案くだ

さい。 

■事業概要：実証実験プロジェクト事業補助金 

（１）実証実験補助金 

新規性、革新性、試験的要素の高い先端技術を活用した実証実験への支援。

①補 助 額：1 件当たり上限 50 万円、補助対象経費の 1/2以内 

②採択件数：4 件程度 

③事業期間：年度内に実施 

（２）実証プロジェクト補助金 

先端技術を活用した実証を通じて、実施後の継続性や普及展開、産業活力

の向上へ寄与が見込め、かつ暮らしやすさや利便性の向上につながる意欲的

な実証プロジェクトへの支援。

①補 助 額：１件当たり上限 1,000 万円、補助対象経費の 1/2 以内 

②採択件数：１件程度 

③事業期間：最長 2か年度内とすることが可能 

■公募スケジュール：平成 30 年 6月 20 日から開始、詳細は当課ホームページ

にて http://www.city.niigata.lg.jp/business/kigyo/index.html 

報 道 配 布 資 料 平成 30年 6月 7日

新潟市経済部企業立地課先端技術推進室

【問い合わせ先】 
新潟市企業立地課 丸山・先端技術推進室 小泉 
電話 025-226-1689（内線 31689） 


